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論 文 内 容 の 要 旨 
本論文は、広い意味での生活困窮者（就職困難者、ワーキングプア、あるいは困難をかかえた
人びとなど）とはどのような人びとであるのか、そしてどのような社会的排除に直面しているの
かを明らかにしている。また、彼／彼女らに対する欧州諸国での支援の理念と実践を紹介しなが
ら、それとの対比で日本の支援策を検討している。その際、日本でもようやく定着しつつある社
会的排除／包摂というアプローチが適用されている。 
第１章では、社会的排除の概念とそれにもとづく包摂政策についての欧州での議論が整理され
ている。とりわけ、貧困の概念との対比で社会的排除の概念の特徴が明らかにされるとともに、
排除に抗して社会的包摂を促進するための政策として、最低限所得保障、社会的シティズンシッ
プ、アクティベーション（活性化）などの類型が提示されている。 
 第２章では、著者が中心になって行なわれた２つの調査（連合総研による 2009年のワーキン
グプアへのアンケートおよびヒアリング調査と、大阪府下で 2007年に行なわれた就職困難者に
対するアンケート調査）のデータが分析され、日本における社会的排除の実態が明らかにされて
いる。あわせて、雇用レジームと生活保障レジームとの関連でこの問題を問い、日本における社
会的排除の構造的特徴が指摘されている。 
以上の２つの章からは１つの結論として、日本社会では「普通にがんばる」ことで社会の一員
となる（社会的包摂）ことを自明視する社会規範が広く行き渡っていることが導き出される。こ
れを受けて第３章では、そうした社会規範のもとで登場してくる日本の「自立」支援の特質が、
社会的包摂論との関連において論じられている。 
第４章は、「自立」を出発点にして 2000 年代初めから始まる、困難をかかえた人びとに対す
る日本政府の施策を検証している。著者によれば、「はじめに就労ありき」型ワークフェア、就
労アクティベーションそして社会的アクティベーションという３つ政策志向が混在あるいは対
抗しながら施策展開が進んでいるという。ただし、「自立」論から最も遠いところにある社会的
アクティベーションへの評価が高まっていることも指摘されている。 
終章は、こうした動向が 2013 年 12 月の生活困窮者自立支援法の制定につながったことを述
べるとともに、日本における政策決定のあり方を検討している。著者によれば、この制度の設計
は、欧州諸国で論じられてきた社会的包摂パラダイムの形成過程とは異なる仕方で進められてき
た。すなわち、困窮者支援にかかわるさまざまな民間団体や地方自治体の知恵が蓄積されていく
過程――ただしそれを組織したのは政府・厚生労働省であったが――で生み出された「最適解」
として、生活困窮者支援制度が登場してきたという。そして最後に、この制度を社会的アクティ
ベーションとして前進させるためのいくつかの課題が摘出される。 
 
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
本論文は、20 世紀末に欧州において発展してきた社会問題把握の方法とそれへの対応策の理
念である社会的排除／社会的包摂、ならびに社会的包摂の政策の１系譜として理解されうるアク
ティベーションの概念を用いながら、日本における生活困窮者（就職困難者、ワーキングプアな
ど）が直面している諸問題の実相と、政府・自治体によるそれへの対応施策とを分析した労作で
ある。それは、欧州と日本を往復しつつ著者が 1990年代から積み上げてきた調査と研究のすべ
てを網羅してはいないが、そうした実績の中間総括であるには違いない。 
 第１章は、社会的排除／包摂とアクティベーションという政策志向の概念が欧州において形成
されてきた経緯と、それらの概念の背景にある社会科学上のもろもろパラダイムが分析されるこ
とで、これらの概念のもつ多面性、あるいはそれらが欧州各国に適用された場合の理解の多様性
が浮き彫りにされるとともに、多様な理解あるいはアプローチに共有されている特徴がうまく整
理されている。社会的排除の概念に対しては欧州諸国でも多くの批判が加えられているが、本論
文ではそうした批判にもきちんと目配りをしながら、所得の少なさに視野を限定しがちな「貧困」
の概念では接近することの難しい今日の社会問題へ接近するための方法として、社会的排除／包
摂論の有する可能性を論じている。 
 この第１章は、上記の諸概念に日本でいち早く着目し紹介をしてきた著者による周到かつ体系
的な概念整理の試みであり、著者でなければ成しえない貴重な貢献であると思われる。著者は、
社会的排除の概念がイギリスのブレア労働党政権の主要な政策理念としてもてはやされるよう
になる以前から、この概念の誕生の地であるフランスでの議論に着目し、それを一貫してフォロ
ーしてきた。なるほど、社会的排除を主題にした日本語の単行書（翻訳書を除く）としては、福
原宏幸編著『社会的排除／包摂と社会政策』（法律文化社、2007 年）、および岩田正美著『社会
的排除』（有斐閣、2008年）がすでに存在する。しかし、福原による編著は論文集であり、岩田
の著書では社会的包摂やアクティベーションをめぐるアクチュアルな政策動向がまだ論及され
ていない。したがって、本論文の第１章は、単独の著者による社会的排除／包摂論の日本におけ
る包括的にして最新の鳥瞰図を提示するものとなっている。 
 第２章は、著者自身の主導で行なわれた２つの社会調査にもとづいて、社会的排除というアプ
ローチを日本の社会問題に実地に応用しようとした試みである。著者自身が質問内容を考案した
この調査（とくに前者のワーキングプア調査）では、「当事者が社会とどのような関係を取り結
び、それが彼らの仕事と生活を支えるものとして機能してきたのかどうか」という社会的な紐帯
の強弱に着目した問いや、「幼少期からの貧困や社会的関係の希薄さ〔中略〕が、現在のワーキ
ングプアという実態と関連しているか否か」といった剥奪の連鎖性・累積性に着目した問いが設
けられており、社会的排除のアプローチを応用した調査となっている。その結果、これらの調査
においては、「学校教育における〔あるいは学校教育からの〕排除」や「安定した職業生活から
の排除」はもちろんのこと、「社会関係からの排除」、「自分自身からの排除」、「セーフティネッ
トからの排除」、あるいは「政治からの排除」といった側面や剥奪へといたる過程が浮き彫りに
されている。この点が、第２章の調査および分析のユニークな点である。 
 第３章と第４章は、1980年代末から民主党政権の時代にいたるまでの日本における社会福祉
改革論議（言説から読みとることのできる政策理念）の推移と錯綜を、自立支援、社会的包摂、
およびアクティベーションの概念に沿って整理し批判的に分析したものである。そこでは、欧米
諸国における社会的包摂または就労支援策の動向と日本での議論のなかから著者自身が抽出し
てきた政策分類図式（就労自立・生活自立・社会的自立と、「福祉から就労へ」型ワークフェア・
「はじめに就労ありき」型ワークフェア・就労アクティベーション・社会的アクティベーション）
を用いながら、錯綜する言説が整理されている。その整理によれば、日本では社会的包摂論が部
分的に導入されながらも、政策理念の主流は就労自立論でありつづけた。日本では「（就労）自
立」が上位概念であり、「社会的包摂」はそれを達成するための階梯または手段として位置づけ
られているにすぎないと断じた第３章の結論部は、日本の社会政策の将来像を組み立てるうえで
の重要な教訓を提示している。 
終章は、2015年４月から施行されようとしている生活困窮者自立支援法を、日本における（社
会的包摂全般というよりも、むしろそれの１つの構成要素である）社会的アクティベーションへ
の傾向の高まりとして理解している。そのうえで著者は、日本の特徴をなしてきた企業と家族とに
よる福祉供給のあり方（著者のいう「企業主義‐家族主義ネクサス」）が、自治体によるモデル事業
の実績をふまえた生活困窮者自立支援法の施行を通じ、自治体・地域・NPO の協力にもとづく福祉
供給によって（代替されるところまではいかないにせよ少なくとも）補完される可能性を示唆してい
る。この終章は、生活困窮者自立支援法の施行よりも以前に執筆されたせいもあって、十分な実証研
究に裏打ちされたものとはなっていないし、生活困窮者自立支援法に対する過大評価があるのではな
いかとの指摘も審査委員からあった。この点はおそらく、著者による今後の中心的な研究課題の１つ
となるであろう。 
なお、2015 年２月 26 日に行なわれた口頭試問での質問に対する著者の返答は、欧州および日本
における社会問題と社会政策の動向に関する著者の豊かな見識を裏付けるものであった。 
本論文は、貧困と失業と不安定雇用の諸相を明かにするべく、20世紀末から欧州で広まった
社会的排除／包摂の概念を日本の現実に本格的に適用した労作である。それは、理論の提示、実
態の解明、政策の分析という３つの面を網羅し、貴重かつ有益な研究内容と知見とをふくんでお
り、博士の学位に値する論文であると判断される。 
 
